
平成 30年 8月 21日

志本市長 香川 武文 様

筵言警警
報
驚萌〒貪③

志本市議会議員の報酬及び特別職の給料等の額について (答申)´

平成 30年 7月 11日 付け、志人第 38号で諮問のあつたことについて、次
のとおり答申します。

釦
面巳

1 はじめに
志本市特別職報酬等審議会 (以下「本審議会」という。)は、平成 30年 7

月 11日 付けにて志本市長から志本市議会議員`の報酬及び特別職の給料等の

額 (以下 「特別職の報酬等Jと いう。)について諮問を受けました。

本審議会は、その諮間に基づき、各委員が市民の代表としての自覚と責任

をもつて、その信頼に応えるべく、広い視野に立ち、公正かつ客観的な立場

から率直に意見を交換し、慎重に審議を行いました。

審議にあたつては、県内各市の状況、近隣市の改定動向、当市の財政状況、

議員の定数状況及び一般職の給与改定状況、さらには市民感情等をも考慮しな

がら検討した結果、次のような結論を得たものであります。

2 審議にあたつての視点
(1)県内他市との比較
当市の特別職の報酬等の額は、各職とも県内他市と比較してかなり低額の

ため県内全市中最低の水準となつています。

県内40市中、市長が39位、副市長が34位、教育長が33位、市議会議
員は議長、副議長及び議員とも37位であります。
比較対象としては、様々な選択肢がありますがt同程度の人口規模や近隣

の朝霞市、新座市、和光市及び富士見市との比較についても考慮しました。

また、近隣同規模の和光市が平成30年度に増額改定と通勤手当の新設を



実施 していることも参考としました。

(2)特別職の報酬等の改定の状況について

特別職の報酬等は平成 11年度に増額 し、平成 24年 1月 に市長、副市長
及び教育長にういては東 日本大震災を考慮して減額後、今年度まで改定され

ていない状況にあります。

(3)特別職の職務・職責及び勤務形態
特別職の報酬等は、その職責に応じたものでなければなりません。市長と

市議会議員は公選職であり、より多様な人材が選出できるような環境づくり

を推進していくことが必要です。

また、市長、副市長及び教育長と市議会議員とは勤務形態が異なつており、

その職務に対する給付である給料と報酬の性質の違いも考慮する必要があり

ます。

(4)一般職との比較
一般職の給料は、直近の平成 25年度から平成 29年度までの 5年間は人
事院勧告どおり改定がなされ、 1.1%の 引き上げが実施されました。

(5)市の財政状況及び人口
志本市の財政状況は、平成 28年度一般会計決算から見ますと、財政力指

数は0.85で 全国797市中165位であります。経常収支比率は94.
3%であり、実質公債費比率は0.6%で 、ラスパイレス指数は98。 0で
あります。

また、人口は平成 27年国勢調査の人口等基本集計の人口増減率では約4.

4%で、県内の市町村で上位に位置しています。

3 結論
上記事項について総合的に勘案し、慎重に審議した結果(次のとおり改定

を行うことが適当であるとの結論に至りました。

なお、今回の諮問事項ではありませんが、近年、副市長や教育長が市外の

遠方から通つている現状と県内の14市で制度化されている通勤手当の制度

化について、優秀な人材確保のためにも必要であるとの委員総意の意見であ

ることを申し添えます。        1
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1市長t冨J市長及び教育委員会の教育長の給料の額
市 長
副市長

教育委員会の教育長  月 額  722, 0

月 額｀ 868,0
月 額   764,0

00円 (40,000円 増 )
00円 (35,000円 増 )
00円 (32,000円 増 )

市議会議員の報酬の額

議 長
副議長

議 員

月 額  430,
月 額  378,

月 額  367,
月 額  357,

000円 (10,000円 増 )
000円 (10,000円 ナ曽)

000円 (10,000円 増 )
000円 (10,000円 増 )

常任委員会委員長及び議会運営委員会委員長

改定理由

当市の市長、副市長及び教育長の給料の額は、平成 11年度に増額 された
後、平成 24年 1月 に東 日本大震災を考慮 した減額がされ現在に至っていま
す。また、市議会議員の報酬の額は、平成 11年度に増額後、その後据え置
きとなっています。

現在の特別職の報酬等の額はt県内他市と比較 して低い位置にあり、より
,良い市政運営を行うていくためには、その職責や勤務形態を考慮するととも

に、その重責を担 う特別職に対 して相応の待遇を確保 し、より多様な人材が

選出できるような環境づくりを推進 していく配慮も必要であることから、同

規模団体の水準までは給料額を引き上げるべきではないかとの結論に至 りま

した。

改定額の考え方

市長、副市長及び教育長は、平成 24年 1月 の減額 (市長 30,000円 、副市
長 26,000円、教育長 24,000円 )及び平成 26年度からの一般職の給料表の
改定率等と同規模団体の財政力や給料額を参考に改定額を決定しました。

市長については、県内40市中 39位であること、また、特別職の中でも
特に職責が重く、公務の数も多いことなどの実情に鑑み、最も高い引き上げ

率となっています。

市議会議員は、県内各市の中で下位に位置 していること。また、定数を 1

4人に減員 し経費の削減を図つたこと及び議員活動に費やす時間も増 してい

ることを考慮 し、市長の改定額を参考に決定しました      ,
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3 その他の意見
人口規模や財政力が同程度の市と比べると、市長や市議会議員は、まだ給

料や報酬の額に開きがあると思われますが、今回の増額に当たつては、その

役割や職責の重さなどに見合ったものであると同時に、市民の理解を得 られ

るものでなければなりません。

厳 しい財政運営が見込まれる中で、より効果的・効率的な市政運営と議会

運営を通 じ、市民福社の一層の向上のため、引き続き精励されることを切望

します。
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